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交通における時間の評価について
杉　　山　　雅　　洋
1．はじめに
　人間の生活に不可欠な交通の領域において，主としてその施設投資における
配分問題が十分解明されていないため，利用者である人間との間に多くの杜会
間題が提起されている。もとよりこの種の杜会間題は，交通投資を基礎資料に
裏付けられた科学的判断に基づいて行たうことだけにより，解決されるという
性質のものではない。交通経済学独自の立場からの検討よりは，インターディ
シィプリナリーな立場からの検討が必要とされるのである。しかし，問題解決
を指向する上では・交通投資の理論を論理的に整理しておくことが，この問題
への第一次接近となることは容認されよう。そこで，問題の提起に基づく本稿
での考察範囲を述べておく。
　本稿は交通投資理論研究の一環としてのものである。筆者は交通投資理論を，
基本的には需要予測分析，投資手デル分析，投資効果分析のフィードバック・
システムとして把握すべきものと考えている。現段階では，各ステップとも多
くの究明すべき課題が残されているが，中でも投資効果分析における実りが最
も遅々としているように思われる。このことに関していえぱ，交通研究のもう
ひとつの領域である交通工学の分野では，例えば関門橋の完成が目前であるこ
と，本四連絡橋が着工されようとしていることなど，多くの成果が具体的な形
をとって表われているのに対し，その経済効果を判定する交通経済学におげる
成果は必ずしも十分なものとはされていないのである。そこで，ここに論点を
絞ってみようというのが本稿での意図である。
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　一般に，交通投資効果の分析方法としては便益費用分析，仁1インパクト・スタ
ディー，システム分析などが挙げられる。主に道路交通の研究分野において展
開されてきた方法である。これらの方法の右効性は，交通サービスの性格にっ
いての考え方にその多くを依存する。交通サービスの性樹2jについては専門家
の間でも確立された見解は必ずしも示されている訳ではないが，筆者のそれは
基本的には貝塚〔34〕に基づく準民間財（Quasi－P・ivate　G00ds）の立場を踏襲
するものである。準民間財の便益を評価することは相対的に容易であるとの判
断から，前述の方法の中より，便益費用分析の実践的意義を先ずとりあげてみ
たい。それゆえ，本稿での考察対象を便益費用分析に限定し，その上で交通料
金決定原貝画（特に道路交通において）のひとつになっているいわゆる便益主義
を吟味するため，その内容の主要な要素を構成している時問便益の考え方を探
ることとしたい。すなわち，交通において時間をどのように考えたらよいかに
ついての整理を，その背景にさかのぼって試みることであ私この手1瞑ば通常
の論理からいけば逆であろう。時間便益は，便益のひとつの要素にすぎないか
ら，先ず時間便益について検討し，その上で便益費用分析の有効性を論ずるの
が，交通投資効果研究への本来の接近である。しかし，本稿では交通投資にお
げる時間の重要性に着目し，この研究に主眼を置いたため，時閻便益が用いら
れている背景を吟味してからこれを論ずるという手順によった次第である。
　交通における時間問題の重要性にもかかわらず，これと正面から取り組んだ
成果は必ずしも進んだものとはいえない。しかし，序々にではあるが注目に値
する成果が発表されてきてい飢それらを基に極めてプリミティブではあるが，
これをテンタティブに整理しておくことにも，ある種の存在意義は認められる
と思われる。それゆえ，本稿は多分に展望論的た要素を帯びることにな飢｛副
2．便益費用分析の交通問題への適用
2－1．便益費用分析の意義と限界
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　今世紀の初頭以来，特にアメリカにおいて水資源開発問題への適用を意図し
て展開された便益費用分析は，その後水資源問題のみならず，交通間題，土地
利用問題，教育問題，防衛間題などにその適用分野を拡大してきた。ω便益費
用分析の理論的基礎は経済学の伝統的ないろいろな分野に求めることができる
が・マイヤーの指摘にもあるように（Meyer＆Straszheim［17，P．185～186コ），
厚生経済学とミクロ経済理論にこれを求めると考えるのが一般的といえよう。
その基本的認識を行なう上では，すでにプレストとターベイによる極めてすぐ
れた展望論文（Prest＆Tur7ey［23コ）がわれわれの共有財産として利用可能で
あるし，目的，歴史などの序論的展開にはマッキーン，マーグリンの研究成果
一（Mckean［16，chap．1コ，Marglin［15，chap．1コ）が明解であり，また，一般的概
念から一般的評価までを簡潔に解説したバークヘツド，マイナーの整理（Burk－
head＆Miner［3，chap．7コ）も有用である。
　便益費用分析は最も典型的には，長期的観点（近い将来と同様遠い将来にお
げる反応をみるという意味で），広範な観点（多くの個人，産業，地域その他に
およぼす多くの種類の側面効果を考慮に入れるという意味で）に立つことが重
要なプロジェクトの望ましさを評価する実際的な方法である（Prest＆Tmey
［23コ）と定義され私すなわち，それはもっぱら資源配分の効率性を追求する
ためのもので，公共都門の投資プロジェクトを民間部門のそれに似せて評価し
ようとする実践的性格が顕薯な方法なのであ孔公共投資のアウトプットのよ
うに，市場機構による評価が困難帽］な領域において，その実践的性格のゆえに
適用された事例はかなりのケースに達している。特に交通の分野は便益費用分
析が最も一般的にみられる領域であ私これは先に述べたように，交通サービ
スの性格を準民間財と解すること個1により説明されうるように思われる。
　これまでの経験より，便益費用分析は誠実に・行ないさえすれぼある種の暗黙
の判断が明示的にされ，分析されるというメリットを発揮してきたが，それが
公共投資の決定にあたって，政治的過程にとってかわるほど十分な方法ではな
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いことは論を侯たたい。しかし，プロジェクトの望ましさを評価するための実
践的なひとつの用具（t001）としてこれを把握する立場においては，その限界を
明確に認識しておくことにより，やはり便益費用分析には意義が認められると
いえる。ω　ウィルダフスキーによる「便益費用分析は最悪のプロジェクトを退
げるという点では，最善のものを得られないまでも重要な成果である」という
指摘（Wildavsky［26コ）は，依然として傾聴に値するものであ飢そこで，そ
の限界について若干の整理を試みておこう。
　便益費用分析の有効性を論ずる際に，先ず指摘されねばならないのは，便益を
支払意思（杣1ingness　tO　p・y）と定義した場合一これは一般的に行なわれてい
る定義である一に含まれる前提条件であ㍍そこでは，所得の限界効用一定，
完全競争，経済全体を通1二て価格が不変（部分均衡の条件）の仮定カミ認められ
ているのである（貝塚，館［35，p．74～75］）。それゆえ，この仮定が満たされな
いと経済理論の教える限界便益＝限界費用による最適配分の仮説は，この領域
においては意味をなさなくたる。また，セカンド・ベストの問題も存在する。‘8〕
ここで一歩譲って，これらの前提が満たされたとしても，便益費用分析の部分
均衡分析としての隈界はおおい隠すことはできない。
　貝塚［34，p．147～148］では，便益費用分析の有効性は個々の財政支出の特殊
性との関係ではじめて評価されうるとして，プレスト，ターベイが行なったよ
うな一般的に論ずる方法〔9］を無意味としてい乱厳密に考察を進める上では基
本的には同意できるが，無意味とすることには少なからざる疑問を感ずる。基
本的前提認識といってしまえぼそれまでであるが，例えば便益の範囲と計測の
困難性などに関しては，一般的な問題点と考えた方が議論を整理する上では好
都合であろう。
　最後に，これも投資効果を論ずるための代表的方法であるシステム分析との
比較において，便益費用分析を眺めておく。便益費用分析に代表されるプロジ
ェクト分析（両者が同義であることを意味するものではない）は，①フィード
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バック・システムになっていない，②プロジェクトの独立性の仮定に立ってい
る，の2点においてシステム分析と相違している（Meyer＆Straszheim［17，P．
2～4コ）。近年盛んに行なわれた総合交通体系の議論　　その論点は必ずしも明
確ではないが一のように，プロジェクトの相互依存性が問題とされる領域に
おいては，便益費用分析の問題点ば明確に認識されるべきである。
2－2交通における便益費用分析
　便益費用分析の交通問題への適用は1950年代以来，アメリカを中心に行なわ
れてきた。それは特に，道路投資の効果を分析する過程で活発に展開されてき
たが，昨今では外部性（eXtemality）のうち特に外部不経済（eXtemaIdiSeC㎝0my）
によりウエイトを置いてこれを積極的に評価しようという要請が強く組み込ま
れる傾向にあ乱世界的に共通な現象となっている外部不経済の問題は，交通
の分野において特に顕著であり，いわゆる交通公害ωとしてその解決に迫られ
ているからである。追求さるべき目標の当否に関して専門家がなしうることは，
実現可能な選択範囲とか，異なった決定のはらむ真の費用とかを指摘すること
であるとする理念（代表的には，Samuelson［24，p．6～7コ，Mishan［18，p．307～
308コ）に基づけば，交通公害の問題を判断するための基礎資料ないし参考資料と
して，便益費用分析はその存在意義一前述の多くの限界を含みながらも一
を見出しているといえよう。ω
　交通投資は公共投資としての性格が明らかであ乱したがって，交通投資の
決定は政治的過程にゆだねられるべき性格のものである（熊谷［37，p．289～
290コ）が，そこでは資源配分の効率性が十分考慮されてこなかったがために，
これを補佐するものとして便益費用分析が登場してきたと考えてよい。しかし，
便益費用分析ではもっぱら効率（e頒CienCy）のみが扱われ，公平さ（equity）の
評価がなされえないため，それが政治的遇程の十分な代替物でないことはいう
までもない。効率と公平さは経済政策の2夫目標だからである。
　公共投資の性椿をもつ交通投資の目的は杜会的厚生の極大化に求められるの
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で，消費者の支払意思（willi㎎n・・s　t・pay）で示される便益の極大化が目標に
される。この便益の計測には，デュプイの消費者余剰概念をその源とする需要
曲線による方式と列挙方式の2つの接近がある（岡田［30コ）が，前着の場合に
は需要曲線の計測の困難性，後者の場合には個々の便益を列挙する際に入り込
む不確定要因（m㎞0wn　factOr）の存在，二重計算による超過便益算定の可能
性など，検討の余地が残されている。
　主として道路投資の効果を分析することで展開された便益費用分析は，その
後鉄道，海運，航空の分野に適用を拡大していった。比較的近年の集大成とし
て，1963年にアメリカのブルッキソグ研究所でこれに関する犬規模なコンファ
レソスが開催された（その結果はDOrfman［7］に示される）。使益費用分析の
研究事例に関しては，ブレスト，ターベイの展望論文（ibid・，〔23コ）をはじめと
して，わが国でも経済企画庁［47コなどが整理を行なっている。教科書タイプ
に，極めて代表的なものを指摘してみれば，AASHO（Americ加Ass㏄iatiOn　of
State　Highway　O伍cials）による道路投資の経済分析の手法を研究したケース，
古典的労作となっているフォスター，ビースレイによるロソドソ地下鉄ヴィク
トリア線の建設に関する杜会的便益の推計を扱ったケース，世界銀行への提出
資料としての日本道路公団による高速道路の経済効果と投資基準を検討したケ
ースなど，研究事例には枚挙にいとまがない。目新しいものとしては，大いに
論議をかもしたロソドソ第3空港の建設と侯補地の選定，供用開始時期に関し
て行なったロスキル委員会の報告が挙げられよ㌔ωこれに関しては，便益費
用分析の有効性を根底からゆるがす議論がたたかわされた（Fo・dham［8コ，Mis・
han［19コ，Nwaneri［21コ）。特にミシャソが行なった批判が手厳しく，空港建設
の正統化をイソタソジブル（intangible）なもので扱ってよいか，航空旅客の便
益は存在するのか，公平さへの配慮が行なわれていたいのではないか，といっ
た観点から疑問を投げかけている（Mishan［19コ）。同類の事例として，わが国
でも関西新空港の建設をめぐって，これを否定する立場からの批判がなされて
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いる（日本科学者会議空港研究会〔53〕）。しかし，これに関しては便益費用分
析そのものへの理解が十分なされた上でのことかについては疑間が残る。
　いずれにしても，交通におげる便益費用分析の有効性も，あくまでも手段と
して利用することにその存在意義を見出すものと考えるべきである。
2－3．交通料金決定におげる便益主義
　　　　　　　　　　一遣路交通を中心にして一
　これまで，便益費用分析は主として交通施設投賛の望ましさを判断するため
のひとつの手段であり，それには様々な隈界があることを見てきた。したがっ
て，その施設に基づく交通サーピス利用のための価格である交通料金について
も，この背景の下で考えなけれぽならない。交通料金のあり方を論ずる際に，
その有効性に関する基本認識は不可欠だからであ私すなわち，便益費用分析
に隈界があるからこそ，交通料金の算定基礎になっている便益の把握を綿密に
行ない，これを基にさらに便益費用分析の有効性についての議論を行なうとい
う逐次的方法が必要とされるのである。このことにより便益費用分析の有効性
が根本的に高められるというととはないカミ，これがわれわれのなしうる範囲で
の貢献のひとつであることは認められよう。
　交通料金は主として許認可制にたっているが，胸その際のひとつの大きな根
拠になっているのが利用者の受げる便益である。特に道路交通においては，い
わゆる便益主義と呼ばれる決定原則がうたわれている。
　交通投資によって発生する便益は市場指向的便益と外部効果としての便益の
和として把えられるが，交通料金を考えるといった観点から前者の利用者便益
を機能面より整理ωすれば，イ）時問節約（便益），口）費用節約，ハ）便宜性
の増大，二）快適性の増犬，ホ）安全性の向上，の5つが考えられる（岡田
〔30〕）。このうち，交通料金設定の基礎資料として実際に組み込まれているの
はイ）と口）のみであ私交通需要は上記5つの要素の集合体として存在する
のに，料金を考える上では計測上の困難性により，もっぱら時問便益と走行便
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　323
20
益が考慮されているにすぎないのである。この条件の下で料金設定を行なって
いる代表的な種類のものが道路料金である。そこで，論点を明確にするため，
これより以降の考察の対象を道路交通に絞ることとする。
　現在わが国で営まれている有料道路事業は，道路整備特別措置法による高速
自動率国道，首都高速道路，阪神高速道路および一般有料道路，道路法第25条
による有料の橋または渡船施設，道路運送法による一般自動車道がある。その
料金設定は主務大臣の許認可事項とされており，法令によって料金の決定原則
が定められている。すなわち，高速自動車国道，首都高速道路・阪神高速道路
の料金決定原則はいわゆる償還主義と公正妥当主義であり・一般有料道路の場
合には，この償還主義といわゆる便益主義となっているのであ乱
　いわゆる便益主義と呼ばれるものは，通行料金がその便益の合計額を越えて
はならないというもので，固経済理論上からみれば極めてあいまいな原則であ
る。㈹あいまいであるがゆえに，これを議論するためにぱその基本的認識を確
固たるものにしておく必要がある。本稿で計測問題についての考え方を扱う理
由はここにもある。さて，この原則でいう便益6合計額とは，先にも述べたと
おり，走行便益と時聞便益とを集計したものである。便宜性，快適性，安全性
という便益については，計測上の困難性という理由から省かれている。もっと
も，快適性と安全性の計測については，例えば首都高速道路利用者へのアンケ
ート調査を基に，ウエイト付けによる評価も試みられている（首都高速遣路協
会〔52〕）が，これにはデータの記入方武たどに多くの改良すべき問題点が残さ
れて菊り，現実に適用される段階には至っていない。
　ただし，計測が相対的に可能であるとして現在料金設定に用いられている2
つの便益，とりわげ時間便益の計測にも多くの課題が残されていることは等し
く認められている。これまでのところ，走行便益に関しては，かなりのケース
にわたって詳細な実態調査に基づくブロージブノレな成果があげられている（例
えば，高速道路調査会〔50〕）。時問便益に関しても種々な研究に基づく成果一
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例えば，時間便益単価の計測などω一があげられてはいるが，これらは走行
便益のそれにくらべれば，説明の根拠に極めて乏しいといえ私
　次節においては，以上の認識の下に便益主義のひとつの柱をなす時間便益を
検討す飢具体的には，時間についての考え方をその計測間題にからめて眺め
ていくことにする。
3．時間便益の意味とその計測に関する考え方
　3－1．間題の所存
　交通経済学は，これまで伝統的な経済学が直接の分析対象としては除いてき
た領域，すなわち，時間，安全性，侠適性などを明示的に取り扱う必要に迫ら
れており，これがとりもなおさず交通経済学の大きな特徴のひとつになってい
る。このことは経済学の分野においても認識されてきており，最近では人間行
動の理解のためには時聞そのものを経済学の枠組の中にとり入れねぼならない
との試みがなされてきている。榊原教授によれば，その代表的な論老がベッカ
ーとデサーパである胸という（榊原〔39〕）。時問は交通料金の算定基礎になって
いるから重要なのだという認識だげではなく，人間行動の本質にかかわるもの
だとの認識が必要なのである。
　われわれの現実の生活において，r時間」はどのような意味をもっているの
だろうか。デサーパのモデル（DeSerpa〔6〕）に明示的に組み込まれているご
とく，それが資源の制約条件のひとつになっていることは明白な事実である。
さらに，われわれ個人にとって利用可能な時間は有限であるとはいえ，その中
である長さという単位で時間を把えてみれば，そこに種々の不確実な現象（不
確実性）が発生するであろうことも十分予想可能である。ふり返ってこのこと
を交通研究の領域において考えてみると，ほとんどが前者の意味するところに
近い立場で扱われているにすぎない。すなわち，利用者の交通手段選択要因の
ひとつとしての時問，交通投資プロジェクトの望ましさを計る上での時間の節
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約などという意味においてであ私そして，実際の交通計画策定というレベル
でこれを具体的に貨幣タームによって表現しようとする計測問題が生じている
のである。しかし，交通問題に計画論的接近を計ろうとすれば，先に述べた後
著の立場を単たる交通計画の動学化という面だけにとどまらず，不確実性と時
間評価といった観点から，これを積極的に組み込むことが必要とされよう。固し
かし，本稿での立場は前者のそれである。不確実性下での時聞評価間題は今後
の大きな検討課題としたい。
　そもそも，交通において時間が現実に間題とされるのは，奥型的には一定の
0D間（発地一着地間）の代替的交通手段を利用する時，その物理的時問差を
貨幣タームで評価する場合においてである。その値は料金算定の基礎となるば
かりではなく，技術的には交通需要の予測の際，配分モデルに必要なものとな
っている。交通計画策定の際の基礎資料となる需要予測値，したがって時間の
評価値は，その計画の妥当性に大きな影響をおよぽすのである。時間を貨幣タ
ームで評価する際の論点は，その評価は個人によって異泣る（したがって，分
布する）ものであり，㈱その評価方法（計測方法）には一長一短があるため方
法論的確立がたされている訳ではない，ということにある。時問はそれ自体価
値目標を示すものではなく，それを利用する主体にとっての効用を尺度として
評価さるべきものであるがゆえに，その評価は分布するのであ私
　節約された時問の貨幣タームでの計測方法に関しては，各種の方式が開発さ
れている。その具体的展開を見る上では，河野助教授による整理（高速道路調
査会〔51，P－24～33〕）さらには運輸経済研究センター〔45，p－77～90〕などが
利用可能である。わが国においても，イ）所得方式，口）均衡距離方式，ハ）
待時間方式，二）希望遠度選択方式，ポ）利用率方式などが検討されている
（高速道路調査会〔50〕）が，いずれの方式も非現実的な仮定を含んでおり，決
め手にば欠げている。実際上は主として，旅客についてはビースレイ，フォス
ターがヴィクトリア線の建設に関して行なったごとく前述のイ）を典型例と
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する所得接近法が，他方，貨物についてはモーリソグ，セソト・クレアが開発
した二），ホ）を輿型例とする費用接近法が用いられてきた。しかし，例えぱ
所得接近法をとってみても，「旅行目的や族行条件が一定ならぱ，時間節約に
支払ってもよいと考える額（時間価値評価額）は，利用者の所得に比例する」
という仮説そのものについてさえ疑間が提示されている（塚原〔40〕）たど，検
討すべき余地が大いに残されている。触
　そこで以下では，時間便益とは具体的にどのように表わされているのか，時
問を経済理論的にはどう評価したら一般的であるかについて整理を試みるが，
実際の計測間題については触れないこととする。
　3－2．時問問題への接近と時間便益
　道路交通に隈らず，交通におげる時閻間題研究への接近の立場としては，①
荷主（貨物の場合）ないし自家用交通手段利用者，②輸送業著，③交通基礎施
設の整傭ならびに管理担当老である国家（たいし公団），の3者が存在する。團こ
の3者のすべてに共通に関連する決定問題は，輸送時間の評価を可能ならしめ
る判断基準を求めた上で，最小化間題として提起される。従来の研究において
は，ともすれば①の立場が中心的に扱われてきた。主として，実際面での接近
の容易性によるためであろう。最近では，例えぼ高遠道路調査会〔51，第2章〕
などにおいて，②の立場についてもかなりの把握が試みられており，㈲この点
は評価される。本来，時間評価の問題の研究を体系づげるためには，前記①，
②，③の立場を明確にした上で整理を行なうことが必要である。しかし，現実
には交通料金の算定に用いられている便益は利用著便益（use・benefit）である
ため，③の立場よりの接近が試みられる機会は少ない。
　さて，ここで時間便益についての考え方を検討するための用意として，これ
まで厳密に吟味せずに用いてきた「時問便益」，「時間便益単価」，「時間節約」
などの用語について，一応の整理を試みておこう。
　各種の文献には，「時問便益」と同義語と解せられる用語が登場している。
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r時間便益単価」，r時間価値」，r時間費用」，r時問節約」などの用語である。こ
れらの用語の意味するところに差がある・とすれば，それを判断するメルクマー
ルは，それが時間の節約そのものを示す物理タームで表わされるか，これを貨
幣で評価しようという貨幣タームで表わされるか，ということに求められる。
先ず，明らかに物理タームで表わされると思われるものは「時間節約」である。
これを貨幣タームで評価したものが「時問便益」，「時問価値」であ乱それゆ
え，後者の2つは同義語であると解せられる。これと若干意味するところを異
にするのが「時間費用」である。「時問費用」は「時間節約」をもたらすのに要
する実際の費用と定義される。ただし，これとて貨幣タームで表わされるもの
である。
　次に，貨幣タームで表示されるもので，若干ニュアンスの異なる2つの概念，
すなわち「時聞費用」とr時問価値（便益）」について，その意味するところを
やや具体的に眺めてみよう。
　　A）時問費用
　モーリソグは道路利用におげる時間費用のタイプを，①勤務中の人びとの時
問，②職場から行楽地への交通時間，あるいはある型のレジャー活動から他の
型のそれへの交通時間，③貨物の輸送時間，の3つに分げて議論し，特に②に
関してこの種の便益を認めたがらない道路計画老の主張に批判を加えている
（Moh・i㎎＆Harwitz〔20，邦訳P・17～18〕）。これに応えて，最近ではこのタイプ
は広く認められるようになっている。
　いま，道路サービスの費用分類の面から，時間費用を位置づけてみる。先ず，
道路サービスの費用は大きく道路の走行費と道路の建設費，維持費に分げられ
る。さらにウォルターズの整理（Walte・s〔25，p．11〕）を基にこれを発展させた岡
田教授によれば（経済企画協会〔48〕），道路サービスの費用は第1表のごとくに
分類される。同表によれぼ，料金体系に組み込まれている時間費用は私的費用
の範ちゅう（走行時間費用）に整理されている。最近では，特に大都市に一おけ
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第1表　道路交通の費用
貨幣的費用　時間的費用
私的費用運　転　費走行時間費用
杜会的費用　道路維持費混雑費用
る交通量の増犬に伴ない，時間的費用のうちで杜会的費用に属する混雑費用が，
料金体系との関連において活発に議論されている。なお，第1表に示された費
用の合計が国民経済的費用と呼ぶべきもので，これが3－2の冒頭で述べた時問
問題への接近の③の立場に近いものを反映しているといえ私
　　B）時問価値（便益）
　r時間価値」酬を，走行時間節約を金額に換算するために使用される要素であ
ると定義するヘイニーは，その推定のために上述の「時問費用」と「支払意恩
（willingness　to　pay）」という2つの概念を用いて接近している（Haney〔12〕）。
　ここに，支払意思とは改良遣路の潜在的利用者が単位蒔間の走行時間節約に
対して喜んで支払う最高金額を示す。これは分布するものであるが，ヘイニー
はその分布の中央傾向値を用いている。一方，時間費用はある特定のプロジェ
クトにおいて時間節約をもたらすのに要する実際の費用で，
　　　　C一△h一△u　．一　…・…　　（1）　　　　　　　△t
　　　　　ただし，　C：時間費用
　　　　　　　　△t：走行時閻の節約
　　　　　　　　△h1道路費用の増加額
　　　　　　　　△u：禾胴者費用の節約額
で表わされる。また，便益費用比率Rは
　　　　　　V・△t＋△u　　　　R＝　　　　　　　　　　・　　　・　　　　…　　　　（2）　　　　　　　　△h
　　　　　ただし，　▽：時聞価値
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で示される。通常はR≧1となるケースが多いことから，（1）式と（2）式より
　　　　　V≧C…………………………・……・・…………・・…・一・・（3）
が導かれ，これは時間費用が支払意思の値より小さいことを示す。すなわち，
道路利用者が節約時問に対して喜んで支払うと予想された値よりも，実際に支
払う額は少ないのであ札このことからも，一般有料道路の料金決定原則のひ
とつである便益主義が経済理論上ナソセソスであることは指摘されうるのであ
る。
　以上の考察より要約して，以下で用いるr時間便益」をr時問節約に対する
支払意思」と解釈しておこう。したがって，「時間便益」の概念にも2－1で眺
めておいた現実には容認しがたい前提条件が合まれることになる。それゆえ，
本稿におけるその評価に関する考え方は，理論レベルの段階での検討を第一義
とせざるをえないのであるo
　3－3．時間便益計測に関する考え方
　再三指摘されているとおり，物理タームで示される時間節約そのものは容易
に計測できるとしても，これを貨幣タームで評価することは極めて厄介たこと
である。現実をシミュレートするような方法論の確立がなされているとはいい
難いが，この時間便益の計測を実際に試みた業績は数少なくはない。㈲ここで
は，3－2に述べておいた理由から，実際上の計測問題（計測値の吟味など）は
検討の対象から除き，理論レベルでの計測方法（計測の理論モデル）に関する
考え方を眺めていきたい。
　時問便益をめぐる基本的な考え方は，個人の総利用可能時間を労働時問と余
暇時問の和として把え，定式化することであ乱最近の業績としては，フンク，
オートの研究がすぐれている（Fmk〔10〕，O・t〔22〕）。フンクは労働時間と余
暇時問の時問変換率曲線と，時間利用関数との接点で効用が極大化されるとい
う考え方によって接近し，オートは常識的な考え方を仮謝こ組み込み，その上
でこれを破棄するという手順で通勤時間の評価をミクロ的に試みている。両者
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の考え方の基本となるモデルは，当然のことながら効用関数の極大化という点
で類似している。以下，伝統的経済理論の上に立ってマクロ的に時間価値問題
を把えたフンクの考え方が評価できるとの観点から，フ：■クを中心に論ずる。陶
ただし，フンクのそれは余りにも理論レベルに終始しているため，実際上の計
測問題への橋渡しとして，ウィンチの考え方（Win・h〔27〕）をも併せて示し，
これを検討することとする。
　いま，交通手段利用老の処理可能な総時間τを労働時問（所得稼得目的）E
と，消費的利用時問（余暇目的）Fとの和と考える。
　　　　T＝E＋F・……………・・…………・……・…・……・・…・・…・・（4）
これは3－2で示した交通における時間問題研究の①の立場を反映しているにす
ぎず，その上交通手段利用者を，総時間を自らの判断によって配分しうる者に
限定しているので，その意味
でぱ現実的とはいい難い。閉
　第1図に示されるように，
長期的に健康を損うことなく，
それ以下ではありえ底いよう
な心理的ないし生理的に一定
の余暇の最小時間F血i。．があ
るとすれば，E皿岨．はF皿i口．に
よって同時に確定される所得
獲得のための上限の時問とな
る。すなわち，E㎜玉．とF皿i皿．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第1図
は同時決定である。
　　　　T＝T（E，F）……一　　・…・……・………………・・……（5）
　ここで，時間変換率曲線を単純化のために線型と仮定すれば，
　　　　T＝E・VE＋F．VF………………………………・・…………・（6）
????
????．
　　　　　Ui■一一・一i‘一一i　i一’一一
??????
0Emax．rr］E：
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　　　　　ただし，　▽E，▽亜：時間類型の価値係数（時間価値）
と表わされる。Tの勾配を求めれば，
　　　　　∂丁
　　　　亙．V、　　　　　　　＝一・…………………・……・…一………・…・一・・（7）　　　　　∂T　　VF
　　　　万
となり，これは余暇時間の労働時問への限界交換率が両老の時問価値に対応す
ることを示している。
　さて，利用者は自らの時間利用関数，
　　　　U＝U（E，F）……………………・・…・…・…………一…・（8）
を最大にしうるように望むものである。この時間利用関数は原点に凸の無差別
曲線群をなすと考えられる。それゆえ，フソクのモデルは基本的には，
　　　　max．U（E，F）　｛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
　　　　　s．t．T（E，F）
と表わすことができる。
Tが制約条件であるから，λをラグランジュ乗数として，
　　　　U一λT≡O…………・……・・……一………・・…・…………・・（10）
⑩式のEおよびFに関する偏徴分をそれぞれゼロとおき，これと（6）式を用いて，
芸二111：／一一一
⑭式よりλを消去して最適条件を求めれば，
　　　　且
　　　　　∂E　　VE　 　 　 ＝一■・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　“・…　（12）
　　　　　∂U　　VF
　　　　亙
と次る。それゆえ，（7）式と鯛式より，2つの時間価値の比は，時間利用の限界交
換率に関しても，余暇時間に対する労働時間の隈界交換率に関しても一致する
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のである。第1図でいえば，時間変換率曲線丁と時間利用関数Uiとの接点Q
で最大効用が実現されるのである。
　ここで時間変換率曲線を表わすために，フソクはVEをニュメレールとして
用いた方が計算上好都合であるとしているが，それ以上の具体的方法論に関し
ては言及していない。時間便益計測についてのフンクの考え方は理論上説得力
が強いが，実際面への適用という点で今一歩の感がするのはここに起因するの
である。
　このような考え方に対して，趣をかえて具体的な接近方法をとっているのが
ウィソチであ乱ウィソチは余暇時間も賃銀率をもって計測可能であるとして，
時間価値計測の理論式を示してい飢彼は労働時聞のみが賃銀率を用いて計測
され，余暇時間がこの対象からはずれていることに疑間を提起し，①余暇時間
も賃銀率で評価する，②労働市場は完全市場であるという前提の下で，計測の
方法を以下のごとく展開して　　金
　　　　　　　　　　　　　　　額　　Dいる。
　車両（代表的にはトラヅク）
の運転者とその雇用主との関
ζ：㌫簑意意1∴／
図のごとく右下りに設定され
る。雇用主の利得はPABP1
で囲まれた領域となる。便宜
上需要曲線DDのAB間を線　　　O
型であると想定すれぼ，
口」PABP1＝OQ　xdP＋1／2（dP×dQ）
　　　　＝dP（Q＋1／2dQ）
A
B
｝’　仕事量
第2図
・（13）
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と表わされる。また，需要の弾カ性Eは・
　　　　E＝（P／Q）・（dQ／dP）　・・…・……………・・…………・………（14）
と示される。
　いま，記号を次のように設定する。
　　　　T：高遠道路建設前の1人1日当りの走行時間
　　　　M：高遠道路建設前の被雇用人数
　　　　W：1時問当りの賃銀率
　　　　R：高速道路建設によってもたらされる走行時間の節約
　　　　V：節約された時間価値
ここで，Vを除いては計測可能である。以上の記号を第2図と対比させると，
　　　　P＝W
　　　　dP＝RW　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・…　■・・・・・・・・・…　“・・・・…　（15）
　　　　Q≡TM
　　　　dQ＝（E・dP・Q）／P（（14）式より）
となる。Vは巳PABP’であるから，⑬式と⑭式より・
　　　　▽＝dP（Q＋1／2dQ）
　　　　　＝RW（TM＋1／2〔（E・RW・TM）爪〕）…………・…・（16）
これを整理して，
　　　　v≡RWTM（1＋1／2ER）…一……一………………・・（17）
がえられる。すなわち，このモデルにおいては，時間価値は理論的にはT，M，
W，Rが計測できれぼ，㈲式により機械的に算出できるのである。これは「プ
ーシャル流の消費老余剰測定」の方法の考え方に沿うものである押
　以上時聞便益を経済理論的にどのように計測したらよいのかについての・基
本的考え方を検討してきた。一応の結論としてば，労働時間，余暇時間の時間
変換率曲線と，無差別曲線群をなす時問利用関数との接点で効用極大化が達成
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されることから，時間の評価をこの枠組の中で考えるべきだとするマク回・レ
ベルでのフソク流の考え方を出発点とし，その上で具体的言十測方法の検討に進
むべきであると考えられる。しかし，その際現実には，個人の効用の測定とい
う点において，経済理論上の効用の可測性をめぐっての議論に遭遇する。それ
ゆえ，現実への適用面を重視する上では，別の接近方法への配慮が必要になっ
てくる。ひとつの考え方としてのウィソチのそれは，かなり具体的なものだと
いえる。したがって，今後は理論的なモデルの中に実際的なモデルを組み込ん
でいく作業が必要となってくるのである。
4．　む　　す　　ぴ
　　　　　　一要約と残された課題一
　交通におげる時問問題の重要性に鑑み，交通料金の要素を構成している時間
便益の評価について，既存文献の整理という観点から考察してきた。時問その
ものについての基本的認識に関しては，今後さらに検討を加えることとして，
ここでは経済学上の機会費用の考え方に基づいて時閻をとりあげ，その評価へ
の接近を試みた。
　時間便益の計測は，技術的側面からの検討よりも，経済学的に意味があるも
のとしてなされなければならない。その点において，理論的にはフソクのモデ
ルに，研究の出発点としての評価を見出したのである。
　時間便益がその大きな構成要素である交通料金は，交通施設に基づくサービ
スの価格であるとの認識から，先ず交通施設の望ましさを評価するための便益
費用分析の有効性を検討した。本来とは逆の手順により時間便益を考える背景
を持った訳であるが，これは交通における時間の重要性に主眼を置いたためで
ある。その結果，便益費用分析の実践的性格にその意義を見出したが，むしろ
限界の方が多いということであった。次に，便益費用分析の隈界を認識しつつ
も，これにプロジェクトの望ましさを判断するための用具（t001）として存在意
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義を認めた上で，その精度を高めるために便益の検討を試みた。そこでは，交
通料金の要素となっている時間便益について，経済理論的計測方法を検討した。
その結果として，フソクの毛デルは理論としては確かに説得的ではあるものの，
実際面への適用という点に関しては検討の余地が十分に残されていることを認
識したのである。
　今回の考察は時閻問題研究への第一次接近であったため，ここでは立ち入ら
なかった残された課題が少なくない。次回へのステップのため，それらを整理
しておこう。
　先ず2節では，交通サービスの性格と便益費用分析の有効性についての検討
が十分でなかったことである。前者に関しては，いわゆる公共財についての考
え方を扱わなかった。この問題は学問上現在混迷の段階にあり，その扱いをめ
ぐって活発な議論がたたかわされているが，交通経済学の研究対象を考える上
では不可避のものといえよう。後者に関して，セカソド・ベストの問題には触
れなかったし，また，便益費用分析には公正さ（equity）が考慮されないという
点への追求がなされていたいのである。
　次に3節に関しては，時聞そのものについての考え方を明確にすることが大
きな課題である。時間の評価にとって基本になるからであ私時間便益の計測
においてはフンクの考え方に重点を置いたが，これと従来の接近方法，すなわ
ち所得接近法と費用接近法などとの関係が明確に論じられていない。またそこ
では，既存の考え方の検討に終始したことは，今後への課題として指摘されよ
う。
注（1〕この用語はアメリカでば便益費用分析，イギリスでは費用便益分析というように
　　用いられている。本稿では便益費用分析に統一する。
　（2）交通サービスの性格を簡明に整理Lたものとしては，岡野〔33〕がユニークであ
　　る。岡野助教授は原則的には「交通サービスは本来的には私的た消費財一正確に
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　いえばサービヌーである」との割り切り方をされている。ただし，本稿では交通
　サービスの僅格にっいての議論には立ち入らないこととする。
（3）　このことはとりもなおさず本稿の限界である。独創性を加えた成果については後
　目を期したいと考えている。それゆえ，本稿の性格は，既存の研究成果の整理を申
　心とLた時間問題研究への第一ステヅプなのであ乱
（4）ただし，例えぱ国防のような政策分野では，便益が費用と同じ方法で評価できな
　いことから，その分析は費用有動度分析とも呼ぱれてい飢
（5）その理由として，例えば，①公共財の存在，②価値の計量不能性の存在，③外部
　性の存在，④財の僕給におげる不可分性の存在などが指摘されている（岡囲〔30〕）。
（6）個人の効用関数をデービス，ウィンストン流に，
　　　　u、（X。，Z。），u。（X。，Z。），・…・一・一u。（Xp，Z。）
　　　　　　ただL，zi：公共財
　　　　　　　　ここでz1＝1orO，z里＝1orO，・・・・・・・…“…，zp＝1orO
　と考えることにより（Davis＆Whinston〔5〕），交通サービスの牲格を準民間財と
　する立場を支持するものであ㍍
（7）便益費用分析の意義を，もっぱらその実践的用具としての性格においた。マース
　の指摘にあるように，便益費用分析は効率性の追求には適しているが，公平さ（所
　得再分配）の追求には妥当してこなかった（Maass〔14〕）ということにより，精一
　杯の意義をここに求めざるを得ないのである。同じ主旨の指摘は山田〔42〕におい
　てもなされているo
（8）セカンド・ペストの閥題にっいてはここでは立ち入らないが，必ずしも否定的な
　意咲合いをもつとはいえないとする貝塚〔34，P．116～120〕を参照されたい。
（9）プレスト，ターベイによる一般的限界は，①一般に理解されている便益費用分祈
　は，あらかじめ決めておらねぱならない枠組の中で，そLて政治的または杜会的性
　格に関するものを含めて広範た考察をLておかなけれぱなら淀い枠組の中で，意思
　決定を行なうための手法にすぎ潅い，②これまで關発された便益費用分析手法は・
　いわゆる大規模投資の決定にはあまり妥当性カ沌く，また役立ちにくい，というも
　のである（ibid一，〔23〕）直本稿での意識もプレスト，ターペイの立場である。
⑩　いわゆる交通公害について整理されたものとLては，角本〔36〕が明解であり，
　その解釈には同意できる。
㈹　ただし，ここでぱ交通サービスと交通公害の佳格を同一レベルでは把えていなし㌔
　ここで意映するものは，便益費用分析の対象面での多様化であ乱なお，交通投資
　の効果を論ずる際に基本となる外部性（extema肚y）に関しては，すぐれた理論的
　展開が山田〔41〕において行なわれているので，詳しい議論はそこに譲る。
⑲　ロスキル委員会の成果は9巻にもわたるぼう大な資料となっているが・いくっか
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　の整理，要約が試みられている。Dasgupta＆Pearce〔4，chap．9〕，運輸経済研
　究センター〔44，P，147～257〕などが利用可能である。
⑱　現行では，国鉄料金（普通旅客運賃など）は国会の議決により定められるもので
　あり，バヌ，タクシー，貨物自動車の運賃料金，航空運送事業の運賃料金，高遠道
　路の通行料金などは政府の認可によって定められるものとなっている。
⑭　岡田〔30〕では，便益の源泉，波及，帰属，計測可能佳，便益の機能などの基準
　により，便益は次のように分類されている。
　　㈹発生形態一直接便益（difectbene批s）
　　　　　　　　　　間接便益（indirect　bene砒s）
　　㊤）発生順序一一次便益（Primarybelユe丘ts）
　　　　　　　　　　二次便益（secondary　bene丘ts）
　　○　計測可能性一計測可能便益（tangible　bene丘ts）
　　　　　　　　　　計測不能便益（intangible　bene行ts）
　　⑩　明　確　性一明示的便益（expIicit　benefits）
　　　　　　　　　　潜在的便益（implicit　be口e趾s）
　　（E）帰属主体一利用者便益（userbe1ユe丘ts）
　　　　　　　　　　非利用者便益（mn－user　bene丘ts）
　　⑮）移転佳一移転便益（transfemdbenefits）
　　　　　　　　　　非移転便益（non－transferred　bene丘ts）
　　㈲機　　　能一時間節約（ti㎜e　Saマing），費用節約（COStSaVing），便宜性
　　　　　　　　　　（convenience），快適性（comfort），安全性（safety）
⑯　道路整備特別措置法第11条第2項「第3条第1項，第5条第1項または第8条第
　1項（目本道路公団が行なう一般有料事業，都道府県などの道路管理者が行なう」
　般有料道路事業をさす）の許可に係る料金の額は，当該許可に係る道路通行または
　利用者により通常受げる利益の限度をこえないものでなげれぱならたい。」
⑯　この便益主義に基づく価格形成に関しては，すでに10年も前になされた大石教授
　の痛切な批判がある。なお，大石教授はいわゆる時間便益と走行便益の二分法が基
　本的には重大な欠陥を含むという指摘をされている（大石〔28〕）。
⑰例えば，目本での研究事例を示したAdler〔1，P・52～54〕，ロンドンの交通調査
　の推測例を示したWinch〔27，P．71～81〕などで，それらは紹介されている。
⑱　時間が効用の制約条件の中に明示的に組み込まれてきたのは比較的最近のことで
　ある。その先駆者のひとりとして，筆者もまたペッカーを評価Lたい。ペヅカーは
　交通におげる時間を住宅立地との関違において定式化している（Becker〔2〕）。理論
　レペルでの精綾化は進められているが，デサーバの貢献は，①効用は財の関数である
　のみならず，財にアロケートされた時間の関数でもある，②個人の決定は2つの制
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　約，すなわち貨幣の制約と時聞の制約に従う，③財の特定量の消費を決定するには，
　最小時間が財にアロケートされなければ次らないが，個人はもし彼が望むのならぱ，
　そのアクティビティーにより多くの時間を費すことができる，という本質的特徴を
　組み込んだモデル展開を行なって，時間の価格と需要曲線の関係を論じた（DeSerpa
　〔6〕）点に求められる。これは今後注目に値するものとなろ㌦
⑲　不確実性への考慮ばすでに払われてきているが，ここで筆者の考えているのは，
　不確実性を含む将来の時間の評価という問題であ㍍ただし，それは価値判断の問
　題に関連してくるので，経済学の研究対象になるかに関しては慎重な検討を侯ちた
　いo
⑳　一般には対数正規分布とされている（例えば，小林〔38〕）。
⑳　この点にっいてのさらに詳紬な議論は高遠道路調査会〔49〕，塚原〔40〕，太岡
　〔29〕を参照されたい。
⑳　航空旅客と交通機関選択間題に関して論じたグロノウによれば，一般的には，時
　問は単に嗜好に影響をおよぼす変数のひとつとして扱う接近がとられているとされ
　ている（Gronau〔工1〕）。
⑬　そこでは，時間便益の額を乗員，乗客もしくは荷主の便益と，車両の持主もLく
　は事業者の便益とを別々に算出し，それを合算することによって求めている。
鋤　「時問価値」とr時間便益」は同義語であると解したが，ここで「時間価値」と用
　いたのは．引用したヘイニーがこのように使用しているというだげの理由である。
　以下，この2つの用語に関しては同様の扱いとする。
⑳すでに3－1で述べたとおり，その手法と計測結果に関しては高速道路調査会〔51，
　P－24～33〕，運輸経済研究センター〔45，P．77～90〕に詳しいが，最近行なわれた
　将来推計としては，昭和60年の時間価値を求めた運輸政策審議会のそれがある（運
旅　　客
年度　円／時
　60　　　1，200
貨　　　　物
年度
円／時
品　　目 60 42
農水産品，林産品 26．4113．68
鉱　　　産　　　品 13．01 6．74
鉄　　　　　　　　鏑 14．06 7．28
石　　油　　製　　品 29．7015．38
金属機械，化学工業品 49．8525．83
軽雑工業晶，特殊品，その他 101．5352．59
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　輸省〔46，P．119～122〕）。推計値は過去の値を1人当りのGNPとの指数相関によ
　って求めたものであるが，過去の値の求め方については同資料だげからは定かでな
　い。平均値（昭和45年価格表示）を抜粋すると以下（P－35，下段）のごとくである。
　　なお，上記高遠道路調査会〔51，P．45～79〕は自動車の車種別便益を推計したも
　のとして，かなりの程度プロージブルである。
⑳　オートの考え方にっいては，河野助教授が克明に整理を与えられている（高遠道
　路調査会〔51，p．21～75〕）。
㈲　しかし，少なくとも処理可能な総時間を自らの判断で配分Lうる一例えぱ，フ
　レックスタイム制をさらに進めたものとでもいえようか一時が到来するであろう
　ことは，その時がいっかは別問題として，十分予想される。
鯛　ウィンチは時間闘題研究の②の立場，（（3－2）冒頭都分参照）をも組み込んでいる。
⑳　需要曲線が現実に成立しえない揚合，すなわち非市場佳（non－marketabiIity）が
　存在する議論については，例えぱ首都高速道路協会〔52，p．7～8〕を参照されたい直
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